
　　担当部局（課）名

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０８２－２３９－２８６３

　　　　「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

平成２３年５月１日現在　　

　　　（夜間）　　０８２－２３９－５１７１

　　　電話番号　　０８２－２３９－５１７１

　　　職名・氏名　　事務
ジ ム

部次長
ブジチョウ

　瀧川
タキガワ

　康雄
ヤ ス オ

　作成担当者

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部）

学校法人　広島文化学園　　　

[平成22年度設置］

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

広島文化学園大学　学芸学部

　　　計画の区分：学部の設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　　　　　　　　　　　　　　　注１

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　ｅ－mail　　takigawa＠hbg．ac．jp

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　認可時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には認可時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

（注）１　「計画の区分」は認可時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　「意見伺い」の場合は，表題を修正してください。

　　　３　大学番号の欄については、平成２３年３月11日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況報告書等

　　　　　の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

認可 

大学番号：私519  注３ 
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届　　出　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ フ リ ガ ナ ） （ フ リ ガ ナ ）

氏　　　名 氏　　　名

（現職就任年月） （現職就任年月）

(ｵｶﾞｻﾜﾗ　ﾐﾁｵ) (ﾊﾗﾀﾞ　ﾋﾛｼ)

小笠原　道雄 原田　宏司

(平成２２年４月)

(ﾊﾗﾀﾞ　ﾋﾛｼ) (ﾎﾘｴ　ｼｭｳｿｳ)

原田　宏司 堀江　周三

(平成２２年４月)

(ｲｼﾞﾘ　ｶﾂﾋｺ) (ｼﾗｲｼ　ﾐﾉﾙ)

井後　勝彦 白石　实

(平成２２年４月)

学芸学部長

音楽学科長

子ども学科長

学科長の原田教授が学部
長に就任したため変更
平成２２年４月１日
(22)

健康上の理由により変更
平成２２年４月１日
(22)

健康上の理由により変更
平成２２年４月１日
(22)

学　　長

理 事 長

職　　名

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学　校　法　人　　　広　島　文　化　学　園

（２） 大　学　名
　　　　広　島　文　化　学　園　大　学

　　　〒７３１－０１３６

（３） 大学の位置

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

　　　　広島県広島市安佐南区長束西三丁目５番１号
　　　 （広島県呉市郷原学びの丘一丁目１番１号）
（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２３年度に報告する内容　→（23）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２０年度に報告済の内容　→（20）

　　　　記入してください。
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　　　に報告書を作成してください。

学芸学部
　子ども学科
　学士(子ども学)
　音楽学科
　学士(音楽)

子ども学科

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

63 - 107 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 14 ) (  - ) ( 17 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

62 - 104 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 14 ) (  - ) ( 17 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

62 - 103 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 12 ) (  - ) ( 14 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

53 - 72 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 12 ) (  - ) ( 14 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

音楽学科

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

44 - 43 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 16 ) (  - ) ( 18 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

44 - 43 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 16 ) (  - ) ( 18 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

44 - 43 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 16 ) (  - ) ( 18 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

42 - 35 -

(　 　) (　 　) (　 　) (　 　) ( 16 ) (  - ) ( 18 ) (  - )

[ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

(　10　)

[ 　-　][ 　　　 ]

(　　 　)

0.900.66

平成22年度編
入学の中には
転学部生１名
を含む

平成23年度編
入学の中には
転学部生４名
を含む

Ａ　 入学定員

Ａ　 入学定員
45 45

　　　　　　　

備　　考
平成２２年度平成２１年度

平均入学定員
超 過 率

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２０年度 平成２３年度

0.93

志願者数

Ｂ　 入学者数

80
(　10　)

[ 　-　]

80

合格者数

受験者数
0.78倍

[ 　　　 ]

(　　 　)

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

調査対象学部等の
名称（学位）

備　　　　　考
収容定員編入学定員入学定員

設 置 時 の 計 画

修業年限

340

200

人
10

10

80

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　・　様式は，平成２０年度開設の４年制の学科の場合（平成２３年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　　には，欄を設けてください。）

人３年次人年

4

454

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

平均入学定員
超 過 率

備　　考

(　　 　) (　10　) (　10　)

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

[ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　-　] [ 　-　]

志願者数

0.85倍

(　　 　)

0.77
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　　　　ください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　「－」を記入してください。

　　　　記載してください。

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの实施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

（注）・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位まで記入してください。

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。
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子ども学科

対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　-　] [　-　] [　-　] [　-　]

53 - 72 -

[　-　] [　-　]

52 -

[　-　] [　-　] [　-　] [　-　]

12 - 14 -

[　-　] [　-　]

11 -

音楽学科

対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　-　] [　-　] [　-　] [　-　]

42 - 35 -

[　-　] [　-　]

41 -

[　-　] [　-　] [　-　] [　-　]

16 - 18 -

[　-　] [　-　]

15 -

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学整数を記入してください。

[　　-　 ][　　-　 ]

平成22年度編入学の中には転
学部生１名を含む

平成23年度編入学の中には転
学部生４名を含む

３年次

４年次

　　　　記載してください。

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの实施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

149

１年次

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

２年次

計

　　　　ください。また、その他の学期に入学定員を設けている場合は、備考欄にその人数を記入してください。

平成２２年度 平成２３年度
備　　　　　考

１年次

平成２０年度 平成２１年度

（注）・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　ください。

　　　・　「平成２３年度」には，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　・　「平成２０～２２年度」には，確定した数値を記入してください。

備　　　　　考

65

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２３年度平成２１年度 平成２２年度平成２０年度

２年次

[　　-　 ]

３年次

[　　-　 ]

58 109

４年次

計

4



子ども学科

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

うち平成２２年度入学者 ２人 うち平成２２年度 ６５人

音楽学科

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 人 うち平成２１年度 人

うち平成２２年度入学者 ２人 うち平成２２年度 ５８人

計 （累積）計

3.4%

（主な退学理由）
・家庭の事情
・就職

平成２０年度

（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

計 （累積）計
　　　 ％

（主な退学理由）

平成２１年度

（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

計 （累積）計

　　　 ％

（主な退学理由）

平成２２年度

（平成22年4月1日～
平成23年3月31日）

平成２１年度

（平成21年4月1日～
平成22年3月31日）

平成２２年度

（平成22年4月1日～
平成23年3月31日）

計 （累積）計

計 （累積）計

（主な退学理由）
・他の教育機関への入学
・その他(結婚)

　　　 ％

（主な退学理由）

3.1%

　　　　　　区　分

 対象年度
退学者数（ａ） 在学者数（ｂ）

入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成２０年度

（平成20年4月1日～
平成21年3月31日）

退学者数（ａ） 在学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

　　　 ％

　　　　　　区　分

 対象年度

計 （累積）計

（主な退学理由）

5



（注）・　各年度の退学者数・在学者数については，該当年度間（例えば，平成22年度であれば，平成22年4月1日から平成23年3月末

　　　　前年度までの確定した在学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度における退学者数】を，【当該対象年度の入学者数＋当該対象年度の

　　　　第１位までを記入してください。なお，参考までに例示を添付しますので，そちらをご参照ください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる
　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）
　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載
　　してください。

　　　・　　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

　　　　まで）の状況を記載してください。また，数字については確定した数値を記入してください。
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 2 1

１後 2

１・２前 2 1

１・２後 2 1

２・３前 1

２・３後 1

１・２前 2

１・２後 2

１・２前 2

１・２後 2

１・２休

１・２前 2 担当者の都合による（23）

１・２後 2

１・２前 2

１・２後 2

１前 1

１後 1

２前 2

２後 2

１前 1

１通 1

未開講

３後 2 履修希望者がいなかったため(22)

１前 2

４後 2

２後 2

３前 2

４前 2

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

２後 2

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

４後 2

３後 2

２前 2

２前 2 1

２前 2

－ 0 62 0 2 1 0 0 0

４後 2 1

地域文化論 １前 2

１後 2

３後 2

１後 2 1

３前 2 1

２前 2

３後 2

２後 2

２　授業科目の概要

＜学芸学部　子ども学科＞

（１）授業科目表

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

教
養
科
目

教
養
基
礎

日本語表現Ⅰ

日本語表現Ⅱ

（
外
国
語

）

英語Ⅰ

英語Ⅱ

英会話Ⅰ

英会話Ⅱ

韓国語Ⅰ

韓国語Ⅱ

コンピュータ演習Ⅰ

コンピュータ演習Ⅱ

情報活用演習Ⅰ

情報活用演習Ⅱ

ドイツ語Ⅰ

ドイツ語Ⅱ

フランス語Ⅰ

フランス語Ⅱ

中国語Ⅰ

中国語Ⅱ

体育理論

体育実技

人
間
・
文
化
の
理
解

日本国憲法

社会心理学

ジェンダー論

心と身体の健康

手話入門

世界の歴史と文化

自
然
・
環
境
の

理
解

生活と自然

生活と数学

基礎化学

基礎生物学

小計（34科目）

地
域
・
社
会
の
理
解

社会生活論

生活と経済

日本と国際社会

ひろしま学

専
門
科
目

学
部
共
通
科
目

教育人間学

人間関係論

家族と社会

環境問題を考える

芸術と人間形成

音楽と舞踏

世界の音楽

メディア論
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 2 1 3 1

１後 2 4 2

１前 1 1 4

１後 1 1 4

２前 1 1 3

２後 1 1

２後 2 1 4

４後 2 1 1

7

３通 2 8 5 担当者の退職のため（23）

7

４通 2 8 5 担当者の退職のため（23）

１後 1 1

２後 1 1

２後 1

２前 1 1

２後 1 1

１後 1 1

１前 1

１前 1

１後 1

２前 1

２後 1

３前 1

３後 1

４前 1

４後 1

１後 1 1

２後 1 1

２前 1 1

未開講

３後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

１前 2 1

未開講

４前 2 履修希望者がいなかったため(23)

４前 2

１後 2 1

２前 2

２後 2

３前 2 1

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

２後 2 1

３前 2 1

３前 2

４前 2 1

２後 2 1

３前 2 1

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

未開講

３前 2 履修希望者がいなかったため(22・23)

未開講

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

器楽Ⅵ

器楽Ⅶ

器楽Ⅷ

図画工作

家庭

子どもの体育

器楽Ⅰ

器楽Ⅱ

器楽Ⅲ

社会

算数

理科

生活

音楽

コ
ア
科
目

総合子ども学Ⅰ

総合子ども学Ⅱ

基礎ゼミナールⅠ

基礎ゼミナールⅡ

教育・保育体験Ⅰ

教育・保育体験Ⅱ

総合演習

器楽Ⅳ

器楽Ⅴ

国語科指導法Ⅱ

社会科指導法

算数科指導法

教職実践演習（幼・小）

卒業研究Ⅰ

卒業研究Ⅱ

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

理科指導法

生活科指導法

音楽科指導法Ⅰ

教師論

教育原理

子どもと教育の思想史

教育制度

教育課程論

国語科指導法Ⅰ

音楽基礎技能

教
育
系

国語

音楽科指導法Ⅱ

図画工作科指導法

家庭科指導法

体育科指導法

保育内容総論Ⅰ

保育内容総論Ⅱ

8



必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

３後 2 1

２前 2 1

２前 2 1

３前 2 1

２後 2

２前 2 1

２後 2 1

４前 2 2 1

２後

１後
2

教育課程の充実のため、配当年度を変更
（23）

２後 2 1

４後 2 1

３前 2

未開講

４前 2 1 履修希望者がいなかったため(23)

４後 2 1

２～３ 1 1

２後～３ 4 1

2後 2 1

３通 1 1

３通 4 1

３通 2 1

１後 2 1

１前 2 1

幼児理解の理論と方法 ２前 2 1 教職課程認定審査の際に科目追加の指示
を受けたため。

　担当　若林紀乃（准教授）

　平成22年7月　教員審査済

　判定　可

未開講

３後 2 履修希望者がいなかったため(22)

４後 2

２前 2 1

４休 2

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2 履修希望者がいなかったため(22)

２後 2 1

４後 2

１休

１前 2 担当者の変更のため(22)

１後 2 1 担当者の退職のため（23）

移行措置として当該教員が兼任として授
業を担当（23）

２前 2 1 担当者の退職のため（23）

移行措置として当該教員が兼任として授
業を担当（23）

３前

未開講 通常開講

３前 1 1 履修希望者がいなかったため(22)

子どもの食と栄養

１後 2 厚生労働省「指定保育士養成施設の指定
及び運営の基準について」改正に伴う教
科目名変更のため（23）

２後 2

未開講

３前 2 履修希望者がいなかったため(22・23)

３休

３後 2 担当者の変更のため(22)

４前 2 1

４後 1 1

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

精神保健

臨床心理学

子どもの臨床心理学

音楽心理学

教
育
系

保育内容（健康）

保育内容（人間関係）

保育内容（環境）

保育内容（言葉）

保育内容（音楽表現）

保育内容（造形表現）

保育内容（身体表現）

外国語活動指導法Ⅱ

幼稚園教育実習Ⅰ

幼稚園教育実習Ⅱ

幼稚園教育実習Ⅲ

小学校教育実習Ⅰ

小学校教育実習Ⅱ

保育内容（総合表現）

教育方法論

道徳教育論

特別活動論

生徒指導論

外国語活動指導法Ⅰ

病児保育論

病児保育実習

心理検査と心理療法

小
児
科
学
（

健
康
・
看
護
）

系

子どもの健康と医療

小児保健Ⅰ

小児保健Ⅱ

小児保健実習

小児栄養

食育概論

小児救急処置法

医療保育総論

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

小学校教育実習Ⅲ

心
理
系

教育心理学

発達心理学

教育相談

カウンセリング

9



必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１後 2

２後 2

児童家庭福祉

１前 2 厚生労働省「指定保育士養成施設の指定
及び運営の基準について」改正に伴う教
科目名変更のため（23）

１前 2 1

１後 2

２前 2

未開講

３後 2 履修希望者がいなかったため(22)

２前 2

２後 2

２後 2

４後 2

２後～３前 1 1

２後～３前 4 1

４前 2 1

３後～４前 2 1

３前 2

未開講

３後 2 履修希望者がいなかったため(22)

４前 2

４後 1 1

未開講

２前 2 1 履修希望者がいなかったため（23）

２後 1 1

8

－ 29 184 0 9 5 1 0 0 担当者の退職のため１名減（23）

8

－ 29 246 0 9 5 1 0 0 担当者の退職のため１名減（23）

選択 自由 計

　　　科目
135

　　　科目
0

　　科目
151

「幼児理解の理論と方法」を追加（22）

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数

養護原理

家族援助論

乳児保育

障害児保育

養護内容

在宅保育論

専任教員等の配置

備考

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
系

社会福祉

社会福祉援助技術

児童福祉

保育原理Ⅰ

保育原理Ⅱ

特別支援論

特別支援実習

社会と子ども

インターンシップ

小計（117科目）

保育実習Ⅰ

保育実習Ⅱ

保育実習Ⅲ

保育実習Ⅳ

障害児の心理学

療育コーディネート論

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後，審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

合計（152科目）

（注）・　認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２２年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記載してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても，「（１）授業科目表」にはその状況を

　　　　反映させてください。（ただし、「（３）未開講科目」欄には記載する必要はありません）。

（２）授業科目表
認可時の計画 変更状況

備考
必修 必修

（注）・未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，設置認可時の

　　　計画からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

選択 自由 計

　　　　科目
16

　　科目
16

〔 0 〕

　　科目
136

〔 1 〕

　　科目
0

〔 0 〕

　　科目
152

〔 1 〕
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

なし

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

なし

未開講科目と廃止科目の計
＝ 0

認可時の計画の授業科目数の計

　　　　

（３） 未開講科目

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。（ただし，未開講

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって
　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（４） 廃止科目

（注）・小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　　科目があった場合は，（１）「授業科目表」にその状況を反映させてください。）

（注）・　設置認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について
　　　　記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

未開講又は廃止とした科目はない。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（６） 「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周
　　　　知方法」を記入してください。
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２　授業科目の概要

＜学芸学部　音楽学科＞

（１）授業科目表

必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

１前 2 1

１後 2

１・２前 2 1

１・２後 2 1

２・３前 1

２・３後 1

１・２前 2

１・２後 2

１・２前 2

１・２後 2

１・２休

１・２前 2 担当者の都合による（23）

１・２後 2

１・２前 2

１・２後 2

１前 1

１後 1

２前 2

２後 2

１前 1

１通 1

未開講

３後 2 履修希望者がいなかったため(22)

１前 2

４後 2

２後 2

３前 2

４前 2

社会福祉論 １後 2

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2

２後 2

３前

未開講 通常開講（23）

３前 2

４後 2

３後 2

２前 2

２前 2 1

２前 2

－ 0 62 0 2 1

４後 2 1

地域文化論 １前 2

１後 2

３後 2

１後 2 1

３前 2 1

１後

１前 2

３後 2

２後 2

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

ドイツ語Ⅱ

フランス語Ⅰ

フランス語Ⅱ

中国語Ⅰ

中国語Ⅱ

韓国語Ⅰ

教
養
科
目

教
養
基
礎

日本語表現Ⅰ

日本語表現Ⅱ

（

外
国
語
）

英語Ⅰ

英語Ⅱ

英会話Ⅰ

英会話Ⅱ

ドイツ語Ⅰ

体育実技

人
間
・
文
化
の
理
解

日本国憲法

社会心理学

ジェンダー論

心と身体の健康

手話入門

世界の歴史と文化

韓国語Ⅱ

コンピュータ演習Ⅰ

コンピュータ演習Ⅱ

情報活用演習Ⅰ

情報活用演習Ⅱ

体育理論

自
然
・
環
境

の
理
解

生活と自然

生活と数学

基礎化学

基礎生物学

小計（35科目）

地
域
・
社
会
の
理
解

社会生活論 履修希望者がいなかったため(22)

生活と経済

日本と国際社会 履修希望者がいなかったため(22)

ひろしま学

教育課程の充実のため、配当年度を変更
（23）

世界の音楽

メディア論

専
門
科
目

学
部
共
通
科
目

教育人間学

人間関係論

家族と社会

環境問題を考える

芸術と人間形成

音楽と舞踏
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

ソルフェージュⅠ １前 1 2

ソルフェージュⅡ １後 1 2

ソルフェージュⅢ ２前 1 2

ソルフェージュⅣ ２後 1 2

9

学内演奏 ３後 1 8 2 1

9

卒業演奏 ４後 2 8 2 1

　担当　脇　節子（教授）

　平成22年7月　教員審査済

　判定　可

地域音楽文化論 １前 2 1

音楽によるアウトリーチ活動Ⅰ ４前 1 1 1 1

音楽によるアウトリーチ活動Ⅱ ４後 1 1 1 1

　担当　乗松恵美（講師）

　平成22年7月　教員審査済

　判定　可

教育実践学 ２後 2

教育・学習過程論 ３前 2

未開講

児童音楽指導法 ３前 2 履修希望者がいなかったため(23)

未開講

教育実践学演習 ４前 2 履修希望者がいなかったため(23)

発達心理学 １後 2

リトミック １前 1

未開講

ピアノレッスンメソード ３後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

未開講

ピアノ教材研究 ３後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

鍵盤ソルフェージュⅠ １前 1

鍵盤ソルフェージュⅡ １後 1

鍵盤ソルフェージュⅢ ２前 1

鍵盤ソルフェージュⅣ ２後 1

歌唱指導法 ３前 2 1

吹奏楽指導法Ⅰ ３前 2 1

吹奏楽指導法Ⅱ ３後 2 1

合奏Ⅰ ３前 1 1

合奏Ⅱ ３後 1 1

合唱指揮法 ４前 2 1

合奏指揮法 ４後 2 1

地域音楽活動演習 ４後 1

演奏活動Ⅰ ２前 1 1

演奏活動Ⅱ ２後 1 1

演奏活動Ⅲ ３前 1 1

演奏活動Ⅳ ３後 1 1

演奏活動Ⅴ ４前 1 1

演奏活動Ⅵ ４後 1 1

和太鼓 １休 1

声明 １後 1

雅楽 ２前 1

３前

未開講 通常開講（23）

筝十三絃 ３前 1 1

　担当　脇　節子（教授）

　平成22年7月　教員審査済

　判定　可

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

留意事項３に伴い、専任教員として採用
（23）

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

コ
ア
科
目

留意事項３への対応に伴い、担当教員の
追加（23）

留意事項３への対応に伴い、担当教員の
追加（23）

音
楽
と
地
域

音
楽
教
育
指
導
法

地
域
音
楽
活
動

伝
統
音
楽

履修希望者がいなかったため(22)
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

音楽通論Ⅰ １前 2 1

音楽通論Ⅱ １後 2 1

和声Ⅰ １前 2 1

和声Ⅱ １後 2 1

和声Ⅲ ２前 2 1

和声Ⅳ ２後 2 1

対位法Ⅰ ２前 2 1

対位法Ⅱ ２後 2 1

楽式論Ⅰ ３前 2

楽式論Ⅱ ３後 2

作・編曲法Ⅰ ４前 2

作・編曲法Ⅱ ４後 2

スコアリーディング ４前 2 1

音楽史Ⅰ １前 2

音楽史Ⅱ １後 2

西洋声楽史Ⅰ ２前 2

西洋声楽史Ⅱ ２後 2

西洋器楽史Ⅰ ２前 2

西洋器楽史Ⅱ ２後 2

声楽Ⅰ １前 2 1 1

声楽Ⅱ １後 2 1 1

声楽Ⅲ ２前 2 1 1

声楽Ⅳ ２後 2 1 1

声楽Ⅴ ３前 2 1 1

声楽Ⅵ ３後 2 1 1

声楽Ⅶ ４前 2 1 1

声楽Ⅷ ４後 2 1 1

イタリア語ディクション １前 2 1

ドイツ語ディクション １後 2 1

合唱Ⅰ １前 1

合唱Ⅱ １後 1

合唱Ⅲ ２前 1

合唱Ⅳ ２後 1

合唱Ⅴ ３前 1 1

合唱Ⅵ ３後 1 1

合唱Ⅶ ４前 1 1

合唱Ⅷ ４後 1 1

オペラ演習Ⅰ ３前 1

オペラ演習Ⅱ ３後 1

オペラ演習Ⅲ ４前 1

オペラ演習Ⅳ ４後 1

声楽演奏解釈Ⅰ ３前 2 1

未開講

声楽演奏解釈Ⅱ ３後 2 1

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

音
楽
理
論
・
音
楽
史

声
楽

履修希望者がいなかったため(22)
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

ピアノⅠ １前 2 3 1

ピアノⅡ １後 2 3 1

ピアノⅢ ２前 2 3 1

ピアノⅣ ２後 2 3 1

ピアノⅤ ３前 2 3 1

ピアノⅥ ３後 2 3 1

ピアノⅦ ４前 2 3 1

ピアノⅧ ４後 2 3 1

電子オルガンⅠ １前 2

電子オルガンⅡ １後 2

電子オルガンⅢ ２前 2

電子オルガンⅣ ２後 2

電子オルガンⅤ ３前 2

電子オルガンⅥ ３後 2

電子オルガンⅦ ４前 2

電子オルガンⅧ ４後 2

ピアノ演奏テクニックⅠ １前 2 1

ピアノ演奏テクニックⅡ １後 2 1

伴奏法Ⅰ ２前 2 1

伴奏法Ⅱ ２後 2 1

ピアノ演奏解釈Ⅰ ３前 2 1

ピアノ演奏解釈Ⅱ ３後 2 1

ピアノアンサンブルⅠ １前 1 1

ピアノアンサンブルⅡ １後 1 1

電子オルガンアンサンブルⅠ １前 1

電子オルガンアンサンブルⅡ １後 1

管楽器Ⅰ １前 2 2 1

管楽器Ⅱ １後 2 2 1

管楽器Ⅲ ２前 2 2 1

管楽器Ⅳ ２後 2 2 1

管楽器Ⅴ ３前 2 2 1

管楽器Ⅵ ３後 2 2 1

管楽器Ⅶ ４前 2 2 1

管楽器Ⅷ ４後 2 2 1

2

弦楽器Ⅰ １前 2 1

　担当　脇　節子（教授）

　平成22年7月　教員審査済

　判定　可

未開講 2

弦楽器Ⅱ １後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

未開講 2

弦楽器Ⅲ ２前 2 1 履修希望者がいなかったため(23)

未開講 2

弦楽器Ⅳ ２後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

未開講 2

弦楽器Ⅴ ３前 2 1

未開講 2

弦楽器Ⅵ ３後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

未開講 2

弦楽器Ⅶ ４前 2 1 履修希望者がいなかったため(23)

2

弦楽器Ⅷ ４後 2 1

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

器
楽

(

ピ
ア
ノ
・
電
子
オ
ル
ガ
ン

)

器
楽

(

管
弦
打

)
留意事項３に伴い、専任教員として採用
（23）

履修希望者がいなかったため(22・23)
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

打楽器Ⅰ １前 2 1

打楽器Ⅱ １後 2 1

打楽器Ⅲ ２前 2 1

打楽器Ⅳ ２後 2 1

打楽器Ⅴ ３前 2 1

打楽器Ⅵ ３後 2 1

打楽器Ⅶ ４前 2 1

打楽器Ⅷ ４後 2 1

管楽アンサンブルⅠ １前 2 1

管楽アンサンブルⅡ １後 2 1

管楽アンサンブルⅢ ２前 2 1

管楽アンサンブルⅣ ２後 2 1

弦楽アンサンブルⅠ １前 2 1

未開講

弦楽アンサンブルⅡ １後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

未開講

弦楽アンサンブルⅢ ２前 2 1 履修希望者がいなかったため(23)

弦楽アンサンブルⅣ ２後 2 1

打楽器アンサンブルⅠ １前 2 1

打楽器アンサンブルⅡ １後 2 1

打楽器アンサンブルⅢ ２前 2 1

打楽器アンサンブルⅣ ２後 2 1

オーケストラⅠ ３前 2 2

オーケストラⅡ ３後 2 2

オーケストラⅢ ４前 2 2

オーケストラⅣ ４後 2 2

管弦打楽器演奏解釈Ⅰ ３前 2 1

未開講

管弦打楽器演奏解釈Ⅱ ３後 2 1 履修希望者がいなかったため(22)

民族音楽演習（打楽器）Ⅰ １前 1

民族音楽演習（打楽器）Ⅱ １後 1

指揮法 ２前 2

室内楽Ⅰ ２前 1 1

室内楽Ⅱ ２後 1 1

室内楽Ⅲ ３前 1 1

室内楽Ⅳ ３後 1 1

室内楽Ⅴ ４前 1 1

室内楽Ⅵ ４後 1 1

副科声楽Ⅰ １前 1 1 1

副科声楽Ⅱ １後 1 1 1

副科声楽Ⅲ ２前 1 1 1

副科声楽Ⅳ ２後 1 1 1

副科声楽Ⅴ ３前 1 1 1

副科声楽Ⅵ ３後 1 1 1

副科声楽Ⅶ ４前 1 1 1

副科声楽Ⅷ ４後 1 1 1

副科ピアノⅠ １前 1 3 1

副科ピアノⅡ １後 1 3 1

副科ピアノⅢ ２前 1 3 1

副科ピアノⅣ ２後 1 3 1

副科ピアノⅤ ３前 1 3 1

副科ピアノⅥ ３後 1 3 1

副科ピアノⅦ ４前 1 3 1

副科ピアノⅧ ４後 1 3 1

単位数 専任教員等の配置

備考

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

器
楽

(

管
弦
打

)
演
奏

副
科
実
技

科目
区分

授業科目の名称 配当年次
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

副科電子オルガンⅠ １前 1

副科電子オルガンⅡ １後 1

副科電子オルガンⅢ ２前 1

副科電子オルガンⅣ ２後 1

副科電子オルガンⅤ ３前 1

副科電子オルガンⅥ ３後 1

副科電子オルガンⅦ ４前 1

副科電子オルガンⅧ ４後 1

副科管楽器Ⅰ １前 1 2 1

副科管楽器Ⅱ １後 1 2 1

副科管楽器Ⅲ ２前 1 2 1

副科管楽器Ⅳ ２後 1 2 1

副科管楽器Ⅴ ３前 1 2 1

副科管楽器Ⅵ ３後 1 2 1

副科管楽器Ⅶ ４前 1 2 1

副科管楽器Ⅷ ４後 1 2 1

2

副科弦楽器Ⅰ １前 1 1

2

副科弦楽器Ⅱ １後 1 1 　担当　脇　節子（教授）

2 　平成22年7月　教員審査済

副科弦楽器Ⅲ ２前 1 1 　判定　可

2

副科弦楽器Ⅳ ２後 1 1

2

副科弦楽器Ⅴ ３前 1 1

2

副科弦楽器Ⅵ ３後 1 1

2

副科弦楽器Ⅶ ４前 1 1

2

副科弦楽器Ⅷ ４後 1 1

副科打楽器Ⅰ １前 1 1

副科打楽器Ⅱ １後 1 1

副科打楽器Ⅲ ２前 1 1

副科打楽器Ⅳ ２後 1 1

副科打楽器Ⅴ ３前 1 1

副科打楽器Ⅵ ３後 1 1

副科打楽器Ⅶ ４前 1 1

副科打楽器Ⅷ ４後 1 1

３休

音楽科教育法Ⅰ ３前 2 担当者の都合による（23）

音楽科教育法Ⅱ ３後 2

音楽科教育法Ⅲ ４前 2

音楽科教育法Ⅳ ４後 2

教育心理学 ２前 2

教育課程論 ２前 2

道徳教育論 ３後 2

特別活動論 ２後 2

教師論 １後 2

教育原理 １前 2

教育制度 ４前 2

教育相談 ３後 2

生徒指導論 ３前 2

２後

教育方法論 １後 2

教育実習 ４前 5 1

４後 2 1

科目
区分

教職実践演習（中・高）

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

副
科
実
技

留意事項３に伴い、専任教員として採用
（23）

教
職

教育課程の充実のため、配当年度を変更
（23）
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必
　
修

選
　
択

自
　
由

教
　
授

准
教
授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

音楽療法概論 １前 2 1

音楽療法基礎Ⅰ １後 2 1

音楽療法基礎Ⅱ ２前 2 1

２後 2

未開講

３前 2 1

未開講

３後 2 1

音楽療法技法Ⅰ ２前 1 1

音楽療法技法Ⅱ ２後 1 1

２後 1

未開講

３前 1

未開講

音楽療法技法Ⅴ ３前 1

未開講

音楽療法技法Ⅵ ３後 1

音楽療法演習 １後 1 1

未開講

音楽療法総合演習 ３前 1

未開講

音楽療法原著講読 ３後 2 1

未開講

音楽療法研究Ⅰ ４前 2 1

音楽療法研究Ⅱ ４後 2 1

音楽療法実習Ⅰ ２通 1 1 1

音楽療法実習Ⅱ ２通 1 1

未開講

音楽療法実習Ⅲ ３通 2 1 1

未開講

音楽療法実習Ⅳ ４通 2 1

キーボード演習Ⅰ １前 1 1

キーボード演習Ⅱ １後 1 1

ギター演習Ⅰ ２前 1

ギター演習Ⅱ ２後 1

未開講

音楽心理学 ３前 2

医学概論 ２前 2

老年学 ２後 2

未開講

臨床心理学 ３休 2

未開講

心理検査と心理療法 ４前 2

障害児教育 ２前 2

11

－ 17 401 10 3 1

11

－ 17 465 10 3 1

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 専任教員等の配置

備考

履修希望者がいなかったため(22・23)

履修希望者がいなかったため(22)

履修希望者がいなかったため(22・23)

履修希望者がいなかったため(22・23)

履修希望者がいなかったため(22)

履修希望者がいなかったため(22・23)

履修希望者がいなかったため(22)

履修希望者がいなかったため(23)

履修希望者がいなかったため(23)

留意事項３に伴い、専任教員を１名採用
（23）小計（263科目）

留意事項３に伴い、専任教員を１名採用
（23）合計（298科目）

専
門
科
目

学
科
専
門
科
目

音
楽
療
法

音楽療法各論Ⅰ

音楽療法各論Ⅱ 履修希望者がいなかったため(22・23)

音楽療法各論Ⅲ 履修希望者がいなかったため(22)

音楽療法技法Ⅲ

音楽療法技法Ⅳ

履修希望者がいなかったため(22・23)

履修希望者がいなかったため(23)
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選択 自由

　　　　科目
286

　　　科目
0

（注）・　認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

　　　　で，前年度報告時（平成２２年度に認可された大学等は設置認可時）より変更されているものは赤字見え消し

　　　　修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。
　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査年月等を「備考」に記入してください。（今後，審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度認可
　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記載してください。また，前年度報告時より修正があれば，

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても，「（１）授業科目表」にはその状況を

　　　　反映させてください。（ただし、「（３）未開講科目」欄には記載する必要はありません）。

（２）授業科目表

認可時の計画 変更状況
備考

必修 必修

（注）・未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，設置認可時の

　　　計画からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

選択 自由 計

　　　　科目
12

　　　科目
12

〔 0 〕

　　　科目
286

〔 0 〕

　　　科目
0

〔 0 〕

　　　　科目
298

〔 0 〕
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番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 未開講の理由，代替措置の有無

なし

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択 廃止の理由，代替措置の有無

なし

（注）・小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。

　　　　

（注）・授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　知方法」を記入してください。

（６） 「認可時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

未開講科目と廃止科目の計

（４） 廃止科目

（注）・設置認可時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について

　　　・履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

0
認可時の計画の授業科目数の計

　　　　記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

＝

未開講又は廃止とした科目はない。

（３） 未開講科目

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（注）・設置認可時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって
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備考

図書・視聴覚資料は購入
による増加
外国書の減尐は短期大学
共用の外国書除却のため
(23)

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地 47,931.48㎡ 15,815.29㎡ 0.00㎡ 63,746.77㎡

運動場用地 63,611.31㎡ 2,767.80㎡ 0.00㎡ 66,379.11㎡

小　　　計 111,542.79㎡ 18,583.09㎡ 0.00㎡ 130,125.88㎡

そ　の　他 65,903.74㎡ 8,352.12㎡ 0.00㎡ 74,255.86㎡

合　　　計 177,446.53㎡ 26,935.21㎡ 0.00㎡ 204,381.74㎡

新設学部等の名称 室　　　　　　数

学芸学部　子ども学科 15 室

(３) 教　　室　　等

講　義　室 演　習　室 实験实習室 情報処理学習施設 語学学習施設

15室
47室

45室
83室

2室
10室

 4室
14室

0室
2室

（補助職員1人）
（補助職員6人）

（補助職員0人）
（補助職員2人）

学芸学部　音楽学科
15
14

視聴覚資料

5

冊 種 〔うち外国書〕 点 点 点

室

〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

58,241〔8,318〕　 158〔20〕　 18〔18〕　 2,268 6,036

　 図　　書 学術雑誌

新設学部等
の名称

（5,996） （5）

（5）

58,241〔8,318〕　 158〔20〕　 18〔18〕　 2,268 6,036

  57,699  7,858
（55,991〔8,269〕）

（129〔16〕） （10〔10〕）
1,916

（1,868）
（5,996）

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度

（注）・　設置認可時の計画を，認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれて

学生
１人
当り
納付
金

区　　　　分 第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次 第６年次

365千円

2,000千円

完成年度

1,500千円 1,230千円

千円

経費
の見
積り

186,059千円

　　　　いる場合，複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２３年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（23）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減尐，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

長束キャンパスだけの
授業となるため(申請
時の総教室数は変更な
し)(22)

(４) 専任教員研究室
留意事項の实施に伴い
平成23年度より1名の
専任教員を配置するた
め(22)

機械・器具 標　　本
(５)

図
書
・
設
備

学芸学部学部

計
  57,699  7,858
（55,991〔8,269〕）

（129〔16〕） （10〔10〕）

5

4,500千円

開設年度

共 同 研 究 費 等 5,000千円 5,000千円 設備購入費

教員１人当り研究費等

私立大学等経常費補助金収入、資産運用収入、雑収入等

音楽学科

1,126千円

1,230千円 1,230千円 千円

 (9,554.47㎡） （3,597.29㎡）  (41,152.04㎡）

千円896千円

(６) 図　　書　　館
119席 133,000冊

面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

体育館以外のスポーツ施設の概要

1,687㎡

754㎡

面　　　　　積

1,916
（1,868）

896千円

　　　　を併せて提出してください。

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

28,000.28㎡

（28,000.28㎡）

千円

子ども学科

2,000千円

2,000千円365千円 図書購入費 14,000千円

9,554.47㎡ 3,597.29㎡ 41,152.04㎡

(７) 体　　育　　館

(８)

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

896千円

学生納付金以外の維持方法の概要
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修 業
年 限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

社会情報学部 人 0.80

　社会情報学科 4 85 2年次 415 学士 0.91 平成7年度 広島県呉市郷原学び 平成22年度

5 (社会情報学) の丘一丁目1番1号 入学定員変更

3年次 (ｻﾃﾗｲﾄｷｬﾝﾊﾟｽ) 100人→85人

15 広島県呉市宝町

2番23-1号

　健康福祉学科 4 60 3年次 295 学士 0.66 平成15年度 広島県安芸郡坂町 平成20年度

10 (健康福祉学) 平成ヶ浜三丁目3番 名称変更

20号 福祉情報学科

→健康福祉学科

平成22年度

入学定員変更

　 75人→60人

(2年次編入学

定員5人→0人)

(3年次編入学

定員15人→10人)

看護学部

　看護学科 4 120 3年次 500 学士 1.17 平成11年度 広島県呉市阿賀南

10 (看護学) 二丁目10番3号

４　既設大学等の状況

広島文化学園大学
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修 業
年 限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

ｺﾐｭﾆﾃｨ生活学科 2 100 200 短期大学士 0.60 平成15年度 広島市安佐南区長束 平成22年度

(生活総合学) 西三丁目5番1号 入学定員変更

120人→100人

食物栄養学科 2 50 100 短期大学士 1.04 昭和42年度

(栄養学)

保育学科 2 70 140 短期大学士 1.08 昭和57年度 平成22年度

(保育学) 入学定員変更

130人→70人

４　既設大学等の状況

広島文化学園短期大学

（注）・　本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，既に設置している全ての大学の

　　　　学部，学部の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等

　　　　大学において専攻課程を設置している場合には，専攻課程）の記載は不要です。

　　　・　学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員と収容定員は「－」とし，「備考」に「平成

　　　　○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　専門学校ごとに，平成２３年５月１日現在の状況を記入してください。

　　　　（専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）

　　　・　認可申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。

　　　・　「定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点第２位まで（小数点第３位を切り捨て）を，学科（短期大学において専攻課程を設置

　　　　している場合には，専攻課程）単位で記入してください。なお，学生募集停止を行った学科（短期
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の实施計画

１．小学校と幼稚園の教員免
許と保育士資格が同時に取得
できる条件として，１年次終
了時及び２年次終了時でGPAが
３．０ポイント以上である者
とあるが，免許取得に必要な
实習科目は２年次から開始さ
れる計画なので，学生に支障
のない实施方法になるよう配
置すること。（子ども学科）

（１）学生の学習達成度と学習の希望を考
慮して丁寧な学習指導を行う。具体的に
は、①各セメスターごとにチューターと学
習状況の相談を行う、②各学年の年次末に
GPAをもとにした履修指導を行う。
（２）一定の科目を履修していることを、
学外实習の条件として課す。
（３）以上の内容を『学生生活の手引き』
および『シラバス』に明記するとともに、
オリエンテーションにて学生に周知した。
（資料１参照）　　　　　　　　　（22）

引き続き（１）（２）（３）を履行してお
り、学生の实習への支障は生じていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

認　　可　　時

（21年12月）

６　留意事項に対する履行状況等

２．音楽に対する考え方や精
神（哲学）をさらに明確にし
た上で、設置の趣旨・目的等
が活かされるよう、「人間に
とって、音楽がどのような意
味あるものであるのか」とい
う理念を音楽学科全体として
検討し明文化すること。（音
楽学科）

（１）音楽に関する理念を学科内で検討
し、次の点を確認した。
①学芸学部音楽学科としては、これまでの
音楽教育思想の潮流を踏まえて、純粋に音
楽の本質を追求する一方で、究極的に
ヒューマニズムを基調とした美的人間形成
を目指そうとする精神を本音楽学科の理念
とし、グローバル社会における音楽の美的
価値に的確な指針をもちながら、地域にお
ける教育文化や音楽文化、とりわけ日本伝
統音楽にも理解を深めることとする。
②これらの理念は、学部共通科目の「教育
人間学」、「芸術と人間形成」をはじめ、
学科専門科目の「地域音楽文化論」、「教
育实践学」、「音楽によるアウトリーチ活
動Ⅰ・Ⅱ」、「地域音楽活動演習」などの
諸科目に顕著に現れており、人間の本質が
音楽によってどのように表現され、また認
識されるのか、という根源的な問いを深め
ることができる。それと同時に、各専門分
野の实技を深めながら、音を媒介として
人々を繋ぎ、輪を生み出すような、地域で
活躍する音楽教育者の輩出に貢献する。
（２）上記の理念に基づいて、「音楽学科
の目的」を修正し、大学の教育方針等に盛
り込んだ。（下線が修正箇所）
「音楽芸術は、優れた技術性が求められる
とともに、人間精神の営みとして重要であ
り人間形成にとって必要である。音楽学科
では、音楽理論教育、演奏技能教育、そし
て幅広い教養と深い人間理解を養う教育を
行う。音楽に関する専門知識、演奏技能と
ともに、人間形成における音楽の意義につ
いて深い洞察を備えた、地域の音楽文化・
音楽教育の担い手となる人材を養成するこ
とによって、地域社会の音楽文化発展に貢
献する人材を養成する。」
（３）上記の理念を『学生生活の手引き』
および『シラバス』に明文化するとともに
オリエンテーションにて学生に周知した。
（資料２参照）　　　　　　　　 （22）

継続して音楽学科の理念の共有にあたって
いる。              　　　　　 （23）
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の实施計画

３．「音楽によるアウトリー
チ活動Ⅰ・Ⅱ」は学外施設と
の調整等教員の負担が大きい
科目であると考えられること
から、授業实施に当たって
は、担当する教員を充实させ
る等、学生への指導が充分に
实施できるよう教員組織の一
層の充实に努めること。また
「伝統音楽」に関する科目に
ついても、専門性が必要な主
要科目であることから、尐な
くとも１名の専任教員を配置
すること。（音楽学科）

（１）「音楽によるアウトリーチ活動Ⅰ・
Ⅱ」の担当教員に平成23年度より乗松恵美
講師を加え、鍵盤楽器、管弦打楽器、声楽
の教員３人体制で行うことで指導の充实を
図るとともに、学外施設との調整等につい
ては、学科全体でサポートする体制をと
る。
（２）「伝統音楽」に関しては、専門性重
視の立場から、平成23年度より１名の専任
教員を配置する。                （22）

（１）を継続して履行するとともに、
（２）の通り、23年４月から専任教員を
　１名配置した。　　　　　　　　（23）

認　　可
時

（21年12月）

４．学芸学部を２学科により
構成することで子ども学科と
連携できる音楽学科の特色を
活かし、今後の新しい音楽教
育を具現化するために核とな
る教員を配置した上で、「子
ども・子育て支援研究セン
ター」における連携内容等、
子ども学科との効果的な連携
方法を構築し、その意義を学
生にもわかるようにするこ
と。（音楽学科）

２学科は、音楽と教育学を専門とする学部長の
もと、地域の人々をつなぐ人材の育成を目指
す。その中で音楽学科は、子ども学科と連携す
ることにより、人間形成における音楽の役割や
音で地域をつなぐ技術を学ぶ。これらの学び
は、子ども学科の科目を履修することや、両学
科で実施するボランティア活動、さらには「子ど
も・子育て支援研究センター」で得ることができ
る。以下に、２学科連携体制、「子ども・子育て
支援研究センター」の活動内容、２学科共存の
意義に関する学生の周知状況を示す。
【２学科連携体制】２学科は、入学時オリエン
テーションやオリエンテーションキャンプをはじ
め様々な活動を共同で行なう。これらの活動お
よび学科間科目履修、学生生活の充実につい
て隔週の「学部会」や「運営委員会」にて討議・
確認を行なっている。
【子ども・子育て支援研究センターの活動内容】
子ども・子育て支援研究センターの主要ポスト
に「子育て支援論」の科目を担当する子ども学
科専任教員と、「音楽療法」や「音楽のアウト
リーチ活動」の科目を担当する音楽学科の専
任教員を配置する。それによって、乳幼児およ
びその親を対象とした子育てひろば「ぶんぶん
ひろば」での授業の実施、放課後児童クラブ
「ぶんぶんクラブ」での学生による音楽教室の
実施をおこなう。その中で学生は、地域の子ど
もたちに音の楽しさを伝える技術を学ぶととも
に、両学科の学生が、音を媒介として子どもと
つながることの喜びを実感する。また、２つの活
動における子どもと大人たちのかかわりについ
て、音の役割、および子どもの反応に関する実
践研究を両学科教員がおこない、センター年報
にて学生および地域に還元する。
【学生の周知状況】音楽学科の新入生は、オリ
エンテーションにて意義を学んだことにより、子
ども学科とともに学ぶことで、音で地域をつなぐ
役割を担うことを意識している。それにより、教
員免許等への興味や教育学系科目の履修、副
科実技の意欲的な履修が多くみられ、様々な
音楽および教育学を学ぶことにより、音楽技術
だけではなく地域の人々に音を伝える知識を習
得しようとしている姿がみられた。（資料３参照）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（22）

継続して２学科連携と「子ども・子育て支援研究
センター」の活動に取り組んでおり、その成果
は学生・教員の双方に認められている。　（23）
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の实施計画

認　　可　　時

（その他意見１）
「自己点検評価委員会」の傘
下に「FD委員会」が配置され
ていることの妥当性について
整理されることが望ましい。
（子ども学科）

広島文化学園は、平成３年に設置していた
広島文化女子短期大学及び呉女子短期大学
に、それぞれ、「自己点検・評価規程」を
設け、翌年から各部門と各教員が教育・研
究・施設設備等について自己点検・評価と
改革・改善に取り組んできた。この歴史的
経緯から、平成７年に設立された呉大学
（現在の広島文化学園大学）では、設立時
から自己点検評価活動に取り組み、FD活動
もその一環として行ってきた。ご指摘のよ
うに、「自己点検評価委員会」と「FD委員
会」の組織的な関係を検討する必要がある
ので、検討に取り組むこととする。（22）

「自己点検・評価規程」と「FD委員会規
程」の両規程を全面的に改定し、FD活動と
自己点検・評価活動の相対的自立性を確定
させた（資料５参照）　　　　　　（23）

（21年12月）

（その他意見２）
子育て支援センターへの学生
参加の際のプライバシー保護
について支障ないようにする
ことが望ましい。（子ども学
科）

（１）「子ども・子育て支援研究センター
規程」にプライバシー保護に関する規定を
加える。（資料３参照）
（２）学生にプライバシー保護の指導を徹
底するとともに、個人情報保護に関する誓
約書を提出させる。（資料４参照）（22）

（１）（２）を継続して履行している。
　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

（その他意見３）
入学者選抜での实技科目ごと
の募集人数について、「ピア
ノ（電子オルガンを含む）15
名」とあるが、学生に誤解を
与えないような表現に修正す
ることが望ましい。（音楽学
科）

入学者選抜における实技科目ごとの募集人
数については、志願者に誤解を与えること
のないよう配慮し、「鍵盤楽器（ピアノ・
電子オルガン）１５名」とし、募集要項に
それぞれの課題曲と自由曲を明示した。
　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

引き続き募集要項に課題曲と自由曲を明示
した。　　　　　　　　　　　　　（23）

（その他意見４）
入学者選抜の实技試験がほぼ
15分を目途に修正されたが、
バイオリンは30分になってい
るため、再考することが望ま
しい。（音楽学科）

入学者選抜のバイオリン实技試験につい
は、課題曲R. Kreutzer ； 42 Studies よ
りNo.2～No.12の中から１曲と自由曲から
なっており、適当な演奏時間であることを
確認した。なお、学内演奏及び卒業演奏に
ついては、協奏曲の演奏時間を基準とし、
バイオリンは20分程度とした。　　（22）

上記を引き続き履行した。　　　　（23）

設置計画等履
行状況調査時

（23年1月）

社会情報学部健康福祉学科、
広島文化学園短期大学コミュ
ニティ生活学科の定員充足率
の平均が０．７倍未満となっ
ていることから、学生確保に
努めるとともに、今後の定員
の在り方について検討するこ
と。

【健康福祉学科】
　健康福祉学科の定員充足を図るため、次
の取り組みを实施した。
１　定員の削減
　定員割れの現況を鑑み、平成22年度より
入学定員を75人から60人に15人削減した。
２　カリキュラムの大幅な改善
　平成20年度に福祉情報学科から健康福祉
学科に名称変更し、福祉領域に加えて健康
維持・健康増進・介護予防の領域を加え、
栄養・休養・運動の３分野の科目を開設し
た。
３　介護福祉士取得方法の開拓
　平成23年度から、社会的に高い介護ニー
ズに対応するため、介護福祉士受験資格を
取得できる通信課程の併修（ダブルスクー
ル）を制度化した。提携先は星槎国際高等
学校専攻科介護福祉コースである。
（次頁に続く）
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の实施計画

（前頁の続き）
４　出口対策
　学生募集の要点でもある出口対策に力を
入れている。各年度末時点で、平成20年度
90.0％、平成21年度88.2％、平成22年度
87.5％の就職率であった。卒後指導も継続
して行っている。
５　広島圏域での福祉人材確保の養成校協
力作業
　福祉系人材が不足している中で、高校生
の福祉離れは依然と続いている。広島圏域
の福祉系養成校が協力して学生募集を行う
べく、平成22年度より検討に入った。
６　学生数の定員充足
　平成21年度の学科名称変更、カリキュラ
ムの改善により、入学者は平成20年度
57.3％であったものが、平成21年度
80.0％、平成22年度80.0％と増加した。し
かし、平成23年度は51.7％と再び低下し
た。オープンキャンパス等における健康福
祉学科への期待度は低下しておらず、学生
募集の強化等により定員確保を図りたい。
　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

設置計画等履
行状況調査時

（23年1月）

【広島文化学園短期大学コミュニティ生活
学科】
広島文化学園短期大学コミュニティ生活学
科の学生受入れの推移は次のとおりであ
る。
年度　 定員　入学者数　倍率
１９　１２０　 ９９　 82.5％
２０　１２０　 ８４　 70.0％
２１　１２０　 ８２　 68.3％
２２　１００　 ７１　 71.0％
２３　１００　 ５０　 50.0％
定員充足を図るための検討を引き続き行
い、次のような取り組みを实施した。
①定員の段階的削減
近年の定員割れの状況を勘案し、平成22年
度から定員を20人削減して120人から100人
に変更したが、さらにその後の状況を鑑
み、平成24年度から20人削減し、80人とす
ることにした。
②学習者のニーズにあったカリキュラムの
改編
平成23年度入学生からカリキュラムの大幅
な改編を行った。具体的には、ファッショ
ン分野とフード分野の専門科目を強化し、
ビューティアドバイザーやブライダルコー
ディネーターとしての力を養成できるよう
にした。また就職力を高める科目も充实さ
せた。
③組織的な広報
広島文化学園大学と広島文化学園短期大学
の大学案内を合冊にして統一感を出しなが
ら組織的な広報を展開するとともに、学科
の特色をわかりやすく紹介する冊子を製作
し、高等学校を訪問して家庭科教員に説明
するなど、学科の魅力を周知する努力を続
けている。　　　　　　　　　　　（23）
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の实施計画

設置計画等履
行状況調査時

（23年1月）

（その他事項）
学芸学部の学生間の連携を図
るために設けている「連携科
目」については、履修の手引
き等において、その目的を明
文化した上で学生へ周知する
こと。

「シラバス」において、連携科目の目的と
具体的な科目を挙げ、オリエンテーション
で周知するとともに履修を促した。（資料
６参照）　　　　　　　　　　　　（23）

　　　　寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，

（注）・　「認可時」には，当該大学等の設置認可時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　してください。

　　　　ください。

　　　　毎年度，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項に対する

　　　　履行状況等について，毎年度，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料を添付

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記入して
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認　可　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

平成22年４月現在の「指定保育士養成施設の指定及び運営の
基準について」（平成15年12月通知）に従い、指定保育士養
成施設としての教育課程を置く。

平成22年７月の「指定保育士養成施設の指定及び運営の基準
について」改正のため、教育課程を一部変更する。変更は最
小限にとどめている。
平成23年度は、専任教員担当科目については変更科目の全て
で「専任教員採用等設置計画変更書」による審査を受ける。
兼担・兼任教員の担当科目は開講年度ごとに「履行状況報告
書」で報告する。

　　・　専任教員の自己点検・評価

　　・　専任教員の自己点検・評価：年度初めに自己目標を設定し、年度末に各自が点検評価を行う。

７　その他全般的事項

＜学芸学部　子ども学科・音楽学科＞

（１） 設置計画変更事項等

（注）・　１～６の項目により記入した事項以外で，設置認可時の計画より変更のあったもの（未实施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　認可申請書の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

　ａ　实施内容

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　实施体制

　ａ　委員会の設置状況

　教員の資質の維持向上のための委員会として、FD委員会と自己点検・評価委員会を設置している。平成22年度は既存の
規定に基づいて活動を行ったが、並行して大学全体のFD活動および自己点検・評価活動の再検討を行い、「FD委員会規
程」と「自己点検・評価規程」を全面的に改定した。平成23年４月から新しい規定に従いFD委員会と自己点検・評価委員
会が運営される。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

平成22年度
　FD活動の計画や進行を司るFD委員会を計10回開催した。メンバーは学芸学部学生部次長１名、子ども学科教員１名、音
楽学科教員１名の３名であり、全員が委員会に毎回出席した。なお、この委員会は同一キャンパスの広島文化学園短期大
学のFD委員会と合同で行っているが、これは学芸学部音楽学科専任教員が短期大学音楽学科（２年次生・専攻科生）の教
員を兼務しているなど、短期大学と兼務の教員が多いことに加え、授業改善の相乗効果を期しての取組みである。

　ｃ　委員会の審議事項等

　授業評価アンケート、授業公開、研修会、授業担当者意見交換会の開催について審議し、实施計画をたて、進捗状況や
調整、結果の報告等を行った。
　また、自己点検・評価委員会が中心となって教員の自己点検・評価活動を進め、年度初めには全教員が目標設定を行
い、年度末には各自の自己評価を行った。

②　实施状況

　　・　学生を対象とした無記名方式の授業評価アンケート

　　・　全教員を対象とした授業の公開

　　・　外部講師による教員対象の研修会および学内での教員研修会

　　・　専任・兼担・兼任教員を対象とした授業担当者意見交換会

　ｂ　实施方法

　　・　授業評価アンケート：セメスター終了時に学生を対象としたマークシート形式の授業アンケートを实施する。
　　　　　　　　　　　　　　結果は授業担当者に統計処理後、配布される。

　　・　授業公開：セメスターごとに専任教員１名につき１科目以上、授業を公開し、教員間で授業の評価を行う。

　　・　研修会：外部講師による教員研修会と学内の教員間による意見交換を中心とした研修会を各１回实施する。

　　・　授業担当者意見交換会：年度末に専任教員だけでなく兼担・兼任教員を交えた意見交換会を实施する。
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　　・　授業公開：前期セメスターと後期セメスターそれぞれで、専任教員全員が１科目以上の授業を公開し、教員間
　　　　　　　　　で授業の評価を行った。とくに後期では、兼担教員や兼任教員に対しても授業を公開した。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　　・　授業評価アンケート：セメスター終了時に学生を対象としたマークシート形式の授業アンケートを实施した。
　　　　　　　　　　　　　　授業対象は全教員であり、結果は授業担当者に統計処理後、配布された。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

　　・　研修会：平成22年７月７日、外部講師による教員研修会を实施した。参加者は27名で、ほぼ全員が出席した。
　　　　　　　　平成23年１月19日には、他大学のFD活動を参観した教員による発表と学内の教員間での意見交換を中
　　　　　　　　心とした研修会を实施した。参加者は23名で、ほぼ全員が出席した。

　　・　授業意見交換会：平成23年３月５日に、専任・兼担・兼任教員を交えた授業担当者意見交換会を实施。
　　　　　　　　　　　　参加者は専任教員23名、兼担・兼任教員は13名であった。

　　・　専任教員の自己点検・評価：22年６月に全教員が自己点検目標を設定した。23年３月に自己点検目標を達成
　　　　　　　　　　　　　　　　　できたか評価を行った。

　ｄ　实施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　個々の学生に合わせた担当教員の授業改善、カリキュラムの精査、時間割設定への配慮などの取り組みが予想される。
なお、研修会や意見交換会において教員の教育力の向上につとめる計画である。

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②实施状況」には，实施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

（３） 自己点検・評価等に関する事項

　既設大学にて平成２０年度に評価機関（日本高等教育評価機構）の大学評価を受け、大学基準に適合しているとの認定
を受けた。平成２６年度に再度大学評価を受けるべく、現在学内で検討中である。

　学芸学部の設置の趣旨・目的は、「人間を育て地域を育てる人間性豊かな教育者の養成」という理念のもとに「広く深
い教養を備えた教育者の養成」を目指すものである。平成22年度４月と23年度４月には、入学した学生にオリエンテー
ションにて学部の理念を詳しく説明するとともに、教養科目および学部共通科目の積極的な履修を指導した。その結果、
現在、学生は、子どもに関する知識や音楽技術はもちろんのこと、それ以外に幅広く目を向け、両学科の教養科目をバラ
ンスよく履修し意欲的に学んでいる。また、オリエンテーションキャンプなどの活動を２学科合同で实施することによ
り、人間関係をより広め、自らの興味関心に偏らない人間性豊かな教育者の基盤を育成している。今後、さらに子ども学
科と音楽学科が共に活動することにより、専門知識・技術を持ちながら地域に貢献できる教育者の養成を目指していく。

②　自己点検・評価報告書

　ａ　公表（予定）時期

　　・平成２３年６月２５日　公表予定

　ｂ　公表方法

　自己点検・評価結果について、総合的な結果として評価報告書を取りまとめ、ホームページ及び冊子等により外部や希
望する学生に向けて公表する予定であり、現在準備を進めている。

③　認証評価を受ける計画

（注）・　設置認可時の計画の変更（又は未实施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　　　　含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。
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○　設置計画履行状況報告書

　　　　　※大学設置室メールアドレス ： d-secchi@mext.go.jp

　　　　　なお，「ｄ」のリンク先のアドレスが未定の場合は，決まり次第，文部科学省高等教育局大学設置室あてに，

（４） 情報提供に関する事項

　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（http://www.hbg.ac.jp/　　　　　　　　　　 ）

　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置計画履行状況報告書」掲載ページへのリンク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　承 諾 す る　・　承諾しない　）

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２３年５月３１日　　）

（注）・「ｃ」において「承諾する」場合，文部科学省のホームページにてリンク先を掲載しますので，大学等の

　　　　トップページではなく直接リンクする先を「ｄ」に記入してください。

　　　　メールにてご報告ください。

　　　　　　　件名は「【調査係あて】AC報告書等HPリンク先（○○大学）」としてください。

37






















